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第６章 バリアフリーの実現に向けて 

 バリアフリーの実現に向けて次に示す事項に取り組みます。 
 

１ 事業の推進と推進体制の整備 

 基本構想で示した内容が確実に実施されるよう、以下に示す内容に取り組み

ます。 
（１） 特定事業計画の作成 

基本構想の実現性を高めるため、基本構想で定めた特定事業の実施方針と

内容を実施するための計画である特定事業計画を作成します。 

 

（２） 推進体制の検討 

基本構想の作成主体である小金井市の責任として、各事業の進捗状況を把

握・評価し、必要に応じて助言することが必要です。 

そのため、継続して推進体制について検討を行い、特定事業計画作成後の

特定事業の進捗状況の把握・評価や、特定事業に対する助言等を行っていき

たいと考えています。 

 

２ 段階的・継続的なバリアフリー化の推進（スパイラルアップ） 

「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザイン

の考え方に基づく環境整備を実現するためには、計画（Plan）、実施（Do）、評

価（Check）、改善（Action）の PDCA サイクルに基づき、段階的かつ継続的な改

善を進めていく必要があります。 

先に示した「推進体制」の活用も含め、その仕組みについて検討していきた

いと考えています。 

また、当面具体的な事業実施の見込みがないものについても、必要に応じて

記載内容を追加又は変更する等、段階的に基本構想を見直すことにより継続的

な発展（スパイラルアップ）を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 90

３ 市全域への展開 

小金井市では、「重点整備地区以外の地区におけるバリアフリーの考え方の明

示」を基本方針に掲げており、全市的なバリアフリー化に向けての方向性を示

すものとしても、本基本構想を位置づけました。 

そのため、小金井市地域福祉計画や小金井市障害者福祉計画など、関連する

福祉施策と連携を図りながら、以下の方針に基づき、バリアフリー化された基

盤・施設整備を進め、着実にバリアフリー環境の充実を図り、市全域へも本基

本構想の理念を展開させていきます。 

 

（１） 市全域への展開に向けた課題 

市全域に本基本構想の理念を展開する上での主な課題を以下に整理します。 

 

【市全域への展開に向けた主な課題】 

・重点整備地区内のバリアフリーネットワークの充実 

・重点整備地区外に点在する主要施設のバリアフリー化 

・重点整備地区外に点在する施設間のバリアフリーネットワークの形成 

・国分寺崖線の急斜面による坂道のバリアフリー化 

・バス路線の空白地域におけるバリアフリー化した移動手段の確保 

 

バス路線の空白地域

重点整備地区外に施設が点在 

国分寺崖線 

(バリア) 

＝

急斜面 

国分寺崖線 

(バリア) 

＝

急斜面 

施設間のネットワーク不足 

重点整備地区内 

のネットワーク不足 

図 6-1 市全域への展開に向けた課題 
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（２） 市全域への展開の考え方 

前項で整理したバリアフリー化の課題に対応し、市全域へ展開していくた

めには、まずは、本基本構想に基づいた重点整備地区内の生活関連施設や生

活関連経路について重点的かつ一体的なバリアフリー化を強く推し進めるこ

とが必要です。また、生活関連施設や生活関連経路に位置づけられなかった

施設や経路についても、関連事業等の進捗にあわせバリアフリー化のための

必要な措置を着実に講じ、重点整備地区内のバリアフリーネットワークの充

実を図ることが求められます。 

一方、本基本構想において重点整備地区に指定されなかった地域について

も、各施設設置管理者が「バリアフリー新法の責務」や「東京都福祉のまち

づくり条例（平成 12 年 10 月改正）」、そして「高齢者、障害者等が利用しや

すい建築物の整備に関する条例（東京都平成 18 年 12 月改正）」等の法令や基

準等に基づいて、バリアフリー化のために必要な措置を講ずるよう努めるこ

とが重要です。 

そのため、市全域のバリアフリー化に向けて重点整備地区の整備を優先し

て実施するものの、他の地域についても整備の緊急性や他事業等の事業機会

を捉え、必要に応じて個別の事業計画をたてるなど、各事業者や施設設置管

理者等が連携して総合的かつ計画的に推進していくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全 市 域 

 

 

 

重点的かつ一体的なバリアフリー化

（生活関連施設・生活関連経路） バリアフリーネット

ワークの充実（生活関

連施設・生活関連経路

以外の施設や経路） 

基本構想の理念の浸

透（重点整備地区以外

の地域） 

図 6-2 市全域への展開の考え方 
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（３） 市全域へ展開するバリアフリー化の主な施策 

市全域へ展開するにあたっては、バリアフリー新法やその他の法令・基準

等に基づく整備を進めることはもとより、上位・関連計画や他事業、関連す

る福祉施策と連携することで、総合的かつ計画的に本基本構想の理念を浸透

することが可能となります。 

以下に、市全域へ展開するバリアフリー化の主な施策を整理します。 

 

【市全域へ展開するバリアフリー化の主な施策】 

・道路改良工事等における道路移動等円滑化基準に基づく整備推進 

・日常生活道路の整備推進 

・コミュニティゾーンとコミュニティ道路の整備 

・幹線道路の歩行者空間や歩行者・自転車道の整備 

・公共交通機関のバリアフリー化 

・CoCo バス運行事業の充実 

・バスの円滑な運行のためのバスレーンやバスベイの設置 

・移送サービス支援（ハンディキャップ運行を行う民間団体を支援） 

・公共建築物のユニバーサルデザイン及びバリアフリー化 

・民間施設の建築主等に対して関係法令等の基準適合を要請し福祉のまちづ

くりを推進 

・福祉マップの見直し 

・障害のある人に配慮したトイレの整備 

・医療機関のバリアフリー化推進 

・ガイドヘルプサービスの充実            等 

 

 

４ 心のバリアフリー 

バリアフリー新法では、国民の責務として、「国民は、高齢者、障害者等の自

立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性について理解を深めると

ともに、これらの者の円滑な移動及び施設の利用を確保するために協力するよ

う努めなければならない」とし、バリアフリー新法の基本方針では、以下の内

容を示しています。 
 
■国民の責務（心のバリアフリー） 

 国民は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保するこ

との重要性について理解を深めるとともに、視覚障害者用誘導ブロックへの 
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駐輪、身体障害者用駐車スペースへの駐車等による高齢者、障害者等の施設

の利用等を妨げないことのみならず、必要に応じ高齢者、障害者等の移動及

び施設の利用を手助けすること等の支援により、高齢者、障害者等の円滑な

移動及び施設の利用を確保することに積極的に協力することが重要である。 

出典：バリアフリー新法の基本方針

 

小金井市では、心のバリアフリーの一環として、高齢者や身体障害者等の疑

似体験や点字の学習等を行ってきましたが、知的障害、精神障害、発達障害な

ど、疑似体験では学習の困難な障害もあります。 

そのため、障害のある人との交流を通した理解促進や学校教育を活用した若

年層へのバリアフリー教育の充実など、これまで以上に心のバリアフリーの取

り組みを充実していくことが求められています。 

今後も市民一人ひとりが心のバリアフリーを理解し、そして、困った人がい

たときは手助け等の支援を行えるように、福祉のまちづくり推進の動きにあわ

せて心のバリアフリーに関する普及・啓発活動等を進めます。 

主に、以下の取り組みを他の福祉施策等と連携して進めます。 

・学校教育の充実 

・福祉教育の推進 

・保健福祉に関する講座、講演等の開催 

・市報等を通じたノーマライゼーション理念の普及 

・市職員の障害のある人に対する理解促進 

・自転車利用マナーの普及、啓発 

・障害のある人との日常的な交流の場の充実 

・障害のある人のボランティア活動に対するサポート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 写真 6-1 疑似体験の様子（小金井市内） 
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参考資料 

 

１ 検討体制 

（１） 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 設置要綱 

 

 
小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会設置要綱 

 
 （設置） 
第１条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法

律第９１号）第２６条第１項の規定に基づき、小金井市バリアフリーのまちづ

くり基本構想を策定するため、小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策

定協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
 （所掌事務） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を市長に報告する。

⑴ 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想の策定に関すること。 
⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 
 （委員及び委員の任期） 
第３条 委員会の委員は、２５人以内で構成し、次に掲げる者のうちから、市長

が委嘱し、又は任命する。 
 ⑴ 市民 ３人以内 
 ⑵ 学識経験者 ２人以内 
 ⑶ 公共交通事業者の従業員 ３人以内 
 ⑷ 商工関係者 １人以内 
 ⑸ 建築物所有者 １人以内 
 ⑹ 福祉関係者 ６人以内 
 ⑺ 都市公園管理者の職員 ２人以内 
 ⑻ 道路管理者の職員 ２人以内 
 ⑼ 交通管理者の職員 １人以内 
 ⑽ 関係行政機関に勤務する職員 ３人以内 
 ⑾ 市に勤務する職員 １人以内 
２ 前項第１号の委員は、公募によるものとする。 
３ 委員の任期は、市長が委嘱し、又は任命した日から第２条の報告があった日

までとする。 
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 （会長及び副会長） 
第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長は、委員の互選により選任する。 
３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長が指名する。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
６ 会長及び副会長に事故があるとき、又は会長及び副会長が欠けたときは、会

長のあらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 
 （招集） 
第５条 協議会は、会長が招集する。 
 （意見の聴取） 
第６条 会長は、協議会の運営上必要があると認めたときは、委員以外の者を協

議会に出席させ、その意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
 （部会） 
第７条 特定の事項を検討させるため、協議会に部会を置くことができる。 
２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 
３ 部会に、部会長を置き、会長が指名する。 
４ 部会長は、部務を掌理し、部会の経過及び結果を協議会に報告する。 
 （委員への謝礼） 
第８条 市は、委員に対し、予算の範囲内で謝礼を支払うものとする。 
 （庶務） 
第９条 協議会の庶務は、都市整備部まちづくり推進課において処理する。 
 （委任） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
 

   付 則 
 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
 

   付 則 
 この要綱は、平成１９年６月２５日から施行する。 
 

   付 則 
 この要綱は、平成２０年３月２６日から施行し、この要綱による改正後の小金

井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会設置要綱の規定は、平成１９

年４月１日から適用する。 
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（２） 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 名簿 

（敬称略） 

区 分 所 属 ・ 役 職 委 員 氏 名 備 考

公募市民 長島 瑠美  

公募市民 森屋 佳子  市 民 

公募市民 渡邉 俊雄  

日本女子大学家政学部住居学科 准教授 佐藤 克志 会長 
学識経験者 

日本大学理工学部社会交通工学科 助手 江守 央 副会長 

東日本旅客鉄道株式会社 担当課長 前川 幸子  
鉄道事業者 

西武鉄道株式会社 課長 陰山 健司  

京王電鉄バス株式会社 課長 玉野 利章 バス事業者代表 

西武バス株式会社 係長 土谷 隆 オブザーバー参加 

小田急バス株式会社 課長 清水 隆治 
オブザーバー参加 

前任：榎本 治彦 

バス事業者 

関東バス株式会社 部長 上田 廣 
オブザーバー参加 

前任：堀切 基文 

商工関係者 小金井市商工会 理事 鴨下 敏明  

建 築 主 等 小金井市総務部 部長 松永 明  

高齢者団体 小金井市悠友クラブ連合会 井口 昌治  

小金井市身体障害者福祉協会 上野 暢  

小金井市視力障害者の会 吉川 正子  

小金井市聴覚障害者協会 荒井 康善  

小金井市手をつなぐ親の会 山岸 房子  

障害者団体 

小金井市精神障害者地域生活支援センターそら 伊藤 奈保子  

東京都西部公園緑地事務所管理課 課長 蕪山 高好  
公園管理者 

小金井市環境部 部長 深澤 義信  

東京都北多摩南部建設事務所 課長 小林 春寿  
道路管理者 

小金井市都市整備部 部長 大矢 光雄 行政関係者を兼任 

交通管理者 警視庁小金井警察署交通課 課長 小山 二郎  

国土交通省関東運輸局 

交通環境部消費者行政・情報課 課長 山中 克己  

国土交通省関東運輸局 

東京運輸支局企画部門 主席運輸企画専門官 井端 直行  

東京都都市整備局都市基盤部交通企画課 課長 福田 至  

東京都建設局道路管理部安全施設課 課長 伊佐 賢一 オブザーバー参加 

小金井市企画財政部 部長 工藤 章男  

行政関係者 

小金井市都市整備部 部長 （前述） 道路管理者を兼任 

事務局：小金井市都市整備部まちづくり推進課 
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（３） 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 作業部会名簿 

① 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 市民部会名簿 

（敬称略） 

区 分 所 属 ・ 役 職 委 員 氏 名 備 考

公募市民 長島 瑠美  

公募市民 森屋 佳子  市 民 

公募市民 渡邉 俊雄  

日本女子大学家政学部住居学科 准教授 佐藤 克志 部会長 
学識経験者 

日本大学理工学部社会交通工学科 助手 江守 央 副部会長 

小金井市商工会 理事 鴨下 敏明  
商工関係者 

小金井市商工会 理事 海老原 千鶴子  

小金井市悠友クラブ連合会 井口 昌治  

小金井市悠友クラブ連合会 乙黒 清子  高齢者団体 

小金井市悠友クラブ連合会 村上 友季子  

小金井市身体障害者福祉協会 上野 暢  

小金井市身体障害者福祉協会 赤池 ミスヱ  

小金井市身体障害者福祉協会 赤木 敏一  

小金井市身体障害者福祉協会 尾島 東吉  

小金井市視力障害者の会 吉川 正子  

小金井市視力障害者の会 鈴木 将美  

小金井市視力障害者の会 野中 文子  

小金井市視力障害者の会 橋本 眞貴子  

小金井市聴覚障害者協会 荒井 康善  

小金井市聴覚障害者協会 新崎 多恵子  

小金井市聴覚障害者協会 本木 雅昭  

小金井市手をつなぐ親の会 山岸 房子  

小金井市手をつなぐ親の会 伊藤 耐子  

小金井市手をつなぐ親の会 梅宮 広隆  

小金井市手をつなぐ親の会 平野 節子  

小金井市精神障害者地域生活支援センターそら 伊藤 奈保子  

障害者団体 

小金井市精神障害者家族会 中林 澄明  

事務局：小金井市都市整備部まちづくり推進課 

※所属・役職欄記載の団体名は、部会員の推薦を行った団体名を記しています。 
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② 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 事業者部会名簿 

（敬称略） 

事務局：小金井市都市整備部まちづくり推進課 

 

 

 

 

 

区 分 所 属 ・ 役 職 委 員 氏 名 備 考

行政関係者 小金井市都市整備部（まちづくり推進課） 大関 清和 部会長 

東日本旅客鉄道株式会社 前川 幸子  
鉄道事業者 

西武鉄道株式会社 陰山 健司  

京王電鉄バス株式会社 玉野 利章  

西武バス株式会社 土谷 隆  

小田急バス株式会社 清水 隆治 
委員交代 

前任：榎本 治彦
バス事業者 

関東バス株式会社 上田 廣 
委員交代 

前任：堀切 基文

タクシー事業者 つくば観光交通株式会社 信山 重広 タクシー事業者代表

交通管理者 小金井警察署（交通課） 小山 二郎  

東京都北多摩南部建設事務所（管理課） 小林 春寿  
道路管理者 

小金井市都市整備部（道路管理課） 西山 武嗣  

東京都西部公園緑地事務所（管理課） 蕪山 高好  
公園管理者 

小金井市環境部（環境政策課） 深澤 義信  

小金井市総務部（管財課） 淀川 公子  

小金井郵便局 吉羽 美明 
委員交代 

前任：三宅 悟 

株式会社長崎屋 渡辺 公信  

株式会社オーケー 伊藤 久圀  

株式会社大丸ピーコック 大貫 正則  

株式会社西友 村田 茂 
委員交代 

前任：森下 弥郷

江戸東京たてもの園 眞下 祥幸  

社会福祉法人聖ヨハネ会桜町病院 石丸 伸司  

建 築 主 等 

小金井市障害者福祉センター 村岡 輝一  
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③ 小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想策定協議会 庁内検討会名簿 

（敬称略） 

所    属 役  職 委 員 氏 名 備 考

まちづくり推進課 課  長 大関 清和 部会長 

企画政策課 主  査 藤井 知文  

財政課 主  査 高田 明良  

管財課 係  長 井上 信之  

コミュニティ文化課 係  長 山岡 美代子  

地域福祉課 主  査 若藤 良弘  

障害福祉課 係  長 末平 恵智子  

介護福祉課 係  長 本多 英雄  

保育課 主  任 樋口 太樹  

環境政策課 係  長 山本 茂  

都市計画課 主  査 白鳥 建治  

道路管理課 係  長 東山 博文  

道路管理課（道路工事担当） 係  長 並木 洋征  

交通対策課 係  長 井上 基志  

再開発課 主  査 目黒 敏夫  

区画整理課 係  長 梅原 啓太郎  

指導室 係  長 内田 泰彦  

事務局：小金井市都市整備部まちづくり推進課 
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２ 検討経過 

小金井市バリアフリーのまちづくり基本構想の策定にあたり、策定協議会及

び作業部会（市民部会、事業者部会、庁内検討会）で、協議・検討を重ねた経

過を以下に示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （作 業 部 会） 小 金井市 （ 事務局 ） 

H19.6.25 

予備検討 

・重点整備地区の設定 

・生活関連施設の設定 

・生活関連経路の設定 

 

 

 

 

 

基本構想の検討 

・現地調査の実施 

・整備課題の整理 

・特定事業内容の整理 

・新法について 

・基本構想位置づけ

・策定体制、進め方 

・市の概況 

・アンケート結果 等 

小 金 井 市 バ リ ア フ リ ー の ま ち づ く り 基 本 構 想 策 定

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの実施 

H19.7.20 

H20.1.16 

H20.3.12 

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの結果

・基本構想（案）策定 等

H19.8.3 
・新法について 
・基本構想策定の進め方
・基本方針、重点整備地
区等 

【第２回市民部会】

【第３回市民部会】

H20.3.4 
・基本構想(案)報告 

 等 

【意見交換会】  
（第４回市民部会、第３回庁内検討会、第３回事業者部会）

H19.8.7 
・新法について 
・基本構想策定の進め方
・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ参加依頼 

等
等 

【第１回事業者部会】

H20.3.4 
・基本構想(案)報告 

 等 

H19.12.26 
・特定事業内容についての意見交換 

H19.11.30 
・市民部会で提示された課題検討 等 

【第２回事業者部会】

・生活関連施設 

・重点整備地区 

等 

【第１回市民部会】

・基本構想(素案)検討

 等 

【第５回市民部会】

【第４回事業者部会】

【第３回協議会】 

【第４回協議会】 

【第２回協議会】

Ｈ18 年度基礎調査 

【第１回庁内検討会】 

基本的な方針の設定 

【第１回協議会】

【第２回庁内検討会】 

小金井市バリアフリー

のまちづくり基本構想

策  定  協  議  会 市 民 部 会 事 業 者 部 会

庁 内 検 討 会 

基本構想(素案)の策定 

H19.10.17 

・ワークショップによる課題整理 

H19.10.1 

H19.11.16

H19.9.26
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３ バリアフリー新法の法文 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91 号） 

 
第１章 総則 
 

（目的） 
第１条 この法律は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び

社会生活を確保することの重要性にかんがみ、公共交通機関の旅

客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並びに建築物の

構造及び設備を改善するための措置、一定の地区における旅客施

設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、

通路その他の施設の一体的な整備を推進するための措置その他

の措置を講ずることにより、高齢者、障害者等の移動上及び施設

の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の

福祉の増進に資することを目的とする。 

 

（定義） 
第２条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 高齢者、障害者等 高齢者又は障害者で日常生活又は社会生

活に身体の機能上の制限を受けるものその他日常生活又は社会

生活に身体の機能上の制限を受ける者をいう。 

二 移動等円滑化 高齢者、障害者等の移動又は施設の利用に係

る身体の負担を軽減することにより、その移動上又は施設の利用

上の利便性及び安全性を向上することをいう。 

三 施設設置管理者 公共交通事業者等、道路管理者、路外駐車

場管理者等、公園管理者等及び建築主等をいう。 

四 公共交通事業者等 次に掲げる者をいう。 

イ 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）による鉄道事業者（旅

客の運送を行うもの及び旅客の運送を行う鉄道事業者に鉄道施

設を譲渡し、又は使用させるものに限る。） 

ロ 軌道法（大正１０年法律第７６号）による軌道経営者（旅客

の運送を行うものに限る。第２３号ハにおいて同じ。） 

ハ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）による一般乗合旅

客自動車運送事業者（路線を定めて定期に運行する自動車により

乗合旅客の運送を行うものに限る。以下この条において同じ。）

及び一般乗用旅客自動車運送事業者 

ニ 自動車ターミナル法（昭和３４年法律第１３６号）によるバ

スターミナル事業を営む者 

ホ 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）による一般旅客定

期航路事業（日本の国籍を有する者及び日本の法令により設立さ

れた法人その他の団体以外の者が営む同法による対外旅客定期

航路事業を除く。次号ニにおいて同じ。）を営む者 

ヘ 航空法（昭和２７年法律第２３１号）による本邦航空運送事

業者（旅客の運送を行うものに限る。） 

ト イからヘまでに掲げる者以外の者で次号イ、ニ又はホに掲げ

る旅客施設を設置し、又は管理するもの 

五 旅客施設 次に掲げる施設であって、公共交通機関を利用す

る旅客の乗降、待合いその他の用に供するものをいう。 

イ 鉄道事業法による鉄道施設 

ロ 軌道法による軌道施設 

ハ 自動車ターミナル法によるバスターミナル 

ニ 海上運送法による輸送施設（船舶を除き、同法による一般旅

客定期航路事業の用に供するものに限る。） 

ホ 航空旅客ターミナル施設 

六 特定旅客施設 旅客施設のうち、利用者が相当数であること

又は相当数であると見込まれることその他の政令で定める要件

に該当するものをいう。 

七 車両等 公共交通事業者等が旅客の運送を行うためその事

業の用に供する車両、自動車（一般乗合旅客自動車運送事業者が

旅客の運送を行うためその事業の用に供する自動車にあっては

道路運送法第５条第１項第三号に規定する路線定期運行の用に

供するもの、一般乗用旅客自動車運送事業者が旅客の運送を行う

ためその事業の用に供する自動車にあっては高齢者、障害者等が

移動のための車いすその他の用具を使用したまま車内に乗り込

むことが可能なものその他主務省令で定めるものに限る。）、船舶

及び航空機をいう。 

八 道路管理者 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項に規定する道路管理者をいう。 

九 特定道路 移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定

める道路法による道路をいう。 

十 路外駐車場管理者等 駐車場法（昭和３２年法律第１０６

号）第１２条に規定する路外駐車場管理者又は都市計画法（昭和

４３年法律第１００号）第４条第２項の都市計画区域外において

特定路外駐車場を設置する者をいう。 

十一 特定路外駐車場 駐車場法第２条第二号に規定する路外

駐車場（道路法第２条第２項第六号に規定する自動車駐車場、都

市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第２項に規定する公

園施設（以下「公園施設」という。）、建築物又は建築物特定施設

であるものを除く。）であって、自動車の駐車の用に供する部分

の面積が５００平方メートル以上であるものであり、かつ、その

利用について駐車料金を徴収するものをいう。 

十二 公園管理者等 都市公園法第五条第一項に規定する公園

管理者（以下「公園管理者」という。）又は同項の規定による許

可を受けて公園施設（特定公園施設に限る。）を設け若しくは管

理し、若しくは設け若しくは管理しようとする者をいう。 

十三 特定公園施設 移動等円滑化が特に必要なものとして政

令で定める公園施設をいう。 

十四 建築主等 建築物の建築をしようとする者又は建築物の

所有者、管理者若しくは占有者をいう。 

十五 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条

第一号に規定する建築物をいう。 

十六 特定建築物 学校、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、

百貨店、ホテル、事務所、共同住宅、老人ホームその他の多数の

者が利用する政令で定める建築物又はその部分をいい、これらに

附属する建築物特定施設を含むものとする。 

十七 特別特定建築物 不特定かつ多数の者が利用し、又は主と

して高齢者、障害者等が利用する特定建築物であって、移動等円

滑化が特に必要なものとして政令で定めるものをいう。 

十八 建築物特定施設 出入口、廊下、階段、エレベーター、便

所、敷地内の通路、駐車場その他の建築物又はその敷地に設けら

れる施設で政令で定めるものをいう。 

十九 建築 建築物を新築し、増築し、又は改築することをいう。 

二十 所管行政庁 建築主事を置く市町村又は特別区の区域に

ついては当該市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は

特別区の区域については都道府県知事をいう。ただし、建築基準

法第９７条の２第１項又は第９７条の３第１項の規定により建

築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物

については、都道府県知事とする。 

二十一 重点整備地区 次に掲げる要件に該当する地区をいう。 

イ 生活関連施設（高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活に

おいて利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の施設を

いう。以下同じ。）の所在地を含み、かつ、生活関連施設相互間

の移動が通常徒歩で行われる地区であること。 

ロ 生活関連施設及び生活関連経路（生活関連施設相互間の経路

をいう。以下同じ。）を構成する一般交通用施設（道路、駅前広

場、通路その他の一般交通の用に供する施設をいう。以下同じ。）

について移動等円滑化のための事業が実施されることが特に必

要であると認められる地区であること。 

ハ 当該地区において移動等円滑化のための事業を重点的かつ

一体的に実施することが、総合的な都市機能の増進を図る上で有

効かつ適切であると認められる地区であること。 
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二十二 特定事業 公共交通特定事業、道路特定事業、路外駐車

場特定事業、都市公園特定事業、建築物特定事業及び交通安全特

定事業をいう。 

 

二十三 公共交通特定事業 次に掲げる事業をいう。 

イ 特定旅客施設内において実施するエレベーター、エスカレー

ターその他の移動等円滑化のために必要な設備の整備に関する

事業 

ロ イに掲げる事業に伴う特定旅客施設の構造の変更に関する

事業 

ハ 特定車両（軌道経営者又は一般乗合旅客自動車運送事業者が

旅客の運送を行うために使用する車両等をいう。以下同じ。）を

床面の低いものとすることその他の特定車両に関する移動等円

滑化のために必要な事業 

二十四 道路特定事業 次に掲げる道路法による道路の新設又

は改築に関する事業（これと併せて実施する必要がある移動等円

滑化のための施設又は設備の整備に関する事業を含む。）をいう。 

イ 歩道、道路用エレベーター、通行経路の案内標識その他の移

動等円滑化のために必要な施設又は工作物の設置に関する事業 

ロ 歩道の拡幅又は路面の構造の改善その他の移動等円滑化の

ために必要な道路の構造の改良に関する事業 

二十五 路外駐車場特定事業 特定路外駐車場において実施す

る車いすを使用している者が円滑に利用することができる駐車

施設その他の移動等円滑化のために必要な施設の整備に関する

事業をいう。 

二十六 都市公園特定事業 都市公園の移動等円滑化のために

必要な特定公園施設の整備に関する事業をいう。 

二十七 建築物特定事業 次に掲げる事業をいう。 

イ 特別特定建築物（第１４条第３項の条例で定める特定建築物

を含む。ロにおいて同じ。）の移動等円滑化のために必要な建築

物特定施設の整備に関する事業 

ロ 特定建築物（特別特定建築物を除き、その全部又は一部が生

活関連経路であるものに限る。）における生活関連経路の移動等

円滑化のために必要な建築物特定施設の整備に関する事業 

 二十八 交通安全特定事業 次に掲げる事業をいう。 

イ 高齢者、障害者等による道路の横断の安全を確保するための

機能を付加した信号機、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

第９条の歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道

であることを表示する道路標示その他の移動等円滑化のために

必要な信号機、道路標識又は道路標示（第３６条第２項において

「信号機等」という。）の同法第４条第１項の規定による設置に

関する事業 

ロ 違法駐車行為（道路交通法第５１条の２第１項の違法駐車行

為をいう。以下この号において同じ。）に係る車両の取締りの強

化、違法駐車行為の防止についての広報活動及び啓発活動その他

の移動等円滑化のために必要な生活関連経路を構成する道路に

おける違法駐車行為の防止のための事業 

 

第２章 基本方針等 
 

（基本方針） 
第３条 主務大臣は、移動等円滑化を総合的かつ計画的に推進す

るため、移動等円滑化の促進に関する基本方針（以下「基本方針」

という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 移動等円滑化の意義及び目標に関する事項 

二 移動等円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置に関

する基本的な事項 

三 第２５条第１項の基本構想の指針となるべき次に掲げる事

項 

イ 重点整備地区における移動等円滑化の意義に関する事項 

ロ 重点整備地区の位置及び区域に関する基本的な事項 

ハ 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動

等円滑化に関する基本的な事項 

ニ 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交

通用施設について移動等円滑化のために実施すべき特定事業そ

の他の事業に関する基本的な事項 

ホ ニに規定する事業と併せて実施する土地区画整理事業（土地

区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事

業をいう。以下同じ。）、市街地再開発事業（都市再開発法（昭和

４４年法律第３８号）による市街地再開発事業をいう。以下同

じ。）その他の市街地開発事業（都市計画法第４条第７項に規定

する市街地開発事業をいう。以下同じ。）に関し移動等円滑化の

ために考慮すべき基本的な事項、自転車その他の車両の駐車のた

めの施設の整備に関する事項その他の重点整備地区における移

動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する基本的な事項そ

の他重点整備地区における移動等円滑化のために必要な事項 

四 移動等円滑化の促進のための施策に関する基本的な事項そ

の他移動等円滑化の促進に関する事項 

３ 主務大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、基本方

針を変更するものとする。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（国の責務） 
第４条 国は、高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設置管理

者その他の関係者と協力して、基本方針及びこれに基づく施設設

置管理者の講ずべき措置の内容その他の移動等円滑化の促進の

ための施策の内容について、移動等円滑化の進展の状況等を勘案

しつつ、これらの者の意見を反映させるために必要な措置を講じ

た上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、移動等円滑化の促進

に関する国民の理解を深めるとともに、その実施に関する国民の

協力を求めるよう努めなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 
第５条 地方公共団体は、国の施策に準じて、移動等円滑化を促

進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（施設設置管理者等の責務） 
第６条 施設設置管理者その他の高齢者、障害者等が日常生活又

は社会生活において利用する施設を設置し、又は管理する者は、

移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

 

（国民の責務） 
第７条 国民は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会

生活を確保することの重要性について理解を深めるとともに、こ

れらの者の円滑な移動及び施設の利用を確保するために協力す

るよう努めなければならない。 

 

第３章 移動等円滑化のために施設設置管

理者が講ずべき措置 
 

（公共交通事業者等の基準適合義務等） 
第８条 公共交通事業者等は、旅客施設を新たに建設し、若しく

は旅客施設について主務省令で定める大規模な改良を行うとき

又は車両等を新たにその事業の用に供するときは、当該旅客施設

又は車両等（以下「新設旅客施設等」という。）を、移動等円滑

化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する

主務省令で定める基準（以下「公共交通移動等円滑化基準」とい

う。）に適合させなければならない。 

２ 公共交通事業者等は、その事業の用に供する新設旅客施設等

を公共交通移動等円滑化基準に適合するように維持しなければ

ならない。 

３ 公共交通事業者等は、その事業の用に供する旅客施設及び車

両等（新設旅客施設等を除く。）を公共交通移動等円滑化基準に

適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

４ 公共交通事業者等は、高齢者、障害者等に対し、これらの者

が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報を適

切に提供するよう努めなければならない。 

５ 公共交通事業者等は、その職員に対し、移動等円滑化を図る
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ために必要な教育訓練を行うよう努めなければならない。 

 

 

（旅客施設及び車両等に係る基準適合性審査等） 
第９条 主務大臣は、新設旅客施設等について鉄道事業法その他

の法令の規定で政令で定めるものによる許可、認可その他の処分

の申請があった場合には、当該処分に係る法令に定める基準のほ

か、公共交通移動等円滑化基準に適合するかどうかを審査しなけ

ればならない。この場合において、主務大臣は、当該新設旅客施

設等が公共交通移動等円滑化基準に適合しないと認めるときは、

これらの規定による許可、認可その他の処分をしてはならない。 

２ 公共交通事業者等は、前項の申請又は鉄道事業法その他の法

令の規定で政令で定めるものによる届出をしなければならない

場合を除くほか、旅客施設の建設又は前条第１項の主務省令で定

める大規模な改良を行おうとするときは、あらかじめ、主務省令

で定めるところにより、その旨を主務大臣に届け出なければなら

ない。その届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

３ 主務大臣は、新設旅客施設等のうち車両等（第１項の規定に

より審査を行うものを除く。）若しくは前項の政令で定める法令

の規定若しくは同項の規定による届出に係る旅客施設について

前条第１項の規定に違反している事実があり、又は新設旅客施設

等について同条第２項の規定に違反している事実があると認め

るときは、公共交通事業者等に対し、当該違反を是正するために

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（道路管理者の基準適合義務等） 
第１０条 道路管理者は、特定道路の新設又は改築を行うときは、

当該特定道路（以下この条において「新設特定道路」という。）

を、移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する主務省令で

定める基準（以下この条において「道路移動等円滑化基準」とい

う。）に適合させなければならない。 

２ 道路管理者は、その管理する新設特定道路を道路移動等円滑

化基準に適合するように維持しなければならない。 

３ 道路管理者は、その管理する道路（新設特定道路を除く。）

を道路移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

４ 新設特定道路についての道路法第３３条第１項及び第３６

条第２項の規定の適用については、これらの規定中「政令で定め

る基準」とあるのは「政令で定める基準及び高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）

第２条第二号に規定する移動等円滑化のために必要なものとし

て国土交通省令で定める基準」と、同法第３３条第１項中「同条

第１項」とあるのは「前条第１項」とする。 

 

（路外駐車場管理者等の基準適合義務等） 
第１１条 路外駐車場管理者等は、特定路外駐車場を設置すると

きは、当該特定路外駐車場（以下この条において「新設特定路外

駐車場」という。）を、移動等円滑化のために必要な特定路外駐

車場の構造及び設備に関する主務省令で定める基準（以下「路外

駐車場移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならな

い。 

２ 路外駐車場管理者等は、その管理する新設特定路外駐車場を

路外駐車場移動等円滑化基準に適合するように維持しなければ

ならない。 

３ 地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性によ

り、前２項の規定のみによっては、高齢者、障害者等が特定路外

駐車場を円滑に利用できるようにする目的を十分に達成するこ

とができないと認める場合においては、路外駐車場移動等円滑化

基準に条例で必要な事項を付加することができる。 

４ 路外駐車場管理者等は、その管理する特定路外駐車場（新設

特定路外駐車場を除く。）を路外駐車場移動等円滑化基準（前項

の条例で付加した事項を含む。第５３条第２項において同じ。）

に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

 

（特定路外駐車場に係る基準適合命令等） 
第１２条 路外駐車場管理者等は、特定路外駐車場を設置すると

きは、あらかじめ、主務省令で定めるところにより、その旨を都

道府県知事（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１９第１項の指定都市、同法第２５２条の２２第１項の中核市

及び同法第２５２条の２６の３第１項の特例市にあっては、それ

ぞれの長。以下「知事等」という。）に届け出なければならない。

ただし、駐車場法第１２条の規定による届出をしなければならな

い場合にあっては、同条の規定により知事等に提出すべき届出書

に主務省令で定める書面を添付して届け出たときは、この限りで

ない。 

２ 前項本文の規定により届け出た事項を変更しようとすると

きも、同項と同様とする。 

３ 知事等は、前条第１項から第３項までの規定に違反している

事実があると認めるときは、路外駐車場管理者等に対し、当該違

反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 

 

（公園管理者等の基準適合義務等） 
第１３条 公園管理者等は、特定公園施設の新設、増設又は改築

を行うときは、当該特定公園施設（以下この条において「新設特

定公園施設」という。）を、移動等円滑化のために必要な特定公

園施設の設置に関する主務省令で定める基準（以下この条におい

て「都市公園移動等円滑化基準」という。）に適合させなければ

ならない。 

２ 公園管理者は、新設特定公園施設について都市公園法第５条

第１項の規定による許可の申請があった場合には、同法第４条に

定める基準のほか、都市公園移動等円滑化基準に適合するかどう

かを審査しなければならない。この場合において、公園管理者は、

当該新設特定公園施設が都市公園移動等円滑化基準に適合しな

いと認めるときは、同項の規定による許可をしてはならない。 

３ 公園管理者等は、その管理する新設特定公園施設を都市公園

移動等円滑化基準に適合するように維持しなければならない。 

４ 公園管理者等は、その管理する特定公園施設（新設特定公園

施設を除く。）を都市公園移動等円滑化基準に適合させるために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 
第１４条 建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上

の建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以

下この条において同じ。）をしようとするときは、当該特別特定

建築物（次項において「新築特別特定建築物」という。）を、移

動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関

する政令で定める基準（以下「建築物移動等円滑化基準」という。）

に適合させなければならない。 

２ 建築主等は、その所有し、管理し、又は占有する新築特別特

定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合するように維持しな

ければならない。 

３ 地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性によ

り、前２項の規定のみによっては、高齢者、障害者等が特定建築

物を円滑に利用できるようにする目的を十分に達成することが

できないと認める場合においては、特別特定建築物に条例で定め

る特定建築物を追加し、第１項の建築の規模を条例で同項の政令

で定める規模未満で別に定め、又は建築物移動等円滑化基準に条

例で必要な事項を付加することができる。 

４ 前３項の規定は、建築基準法第６条第１項に規定する建築基

準関係規定とみなす。 

５ 建築主等（第１項から第３項までの規定が適用される者を除

く。）は、その建築をしようとし、又は所有し、管理し、若しく

は占有する特別特定建築物（同項の条例で定める特定建築物を含

む。以下同じ。）を建築物移動等円滑化基準（同項の条例で付加

した事項を含む。第１７条第３項第１号を除き、以下同じ。）に

適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

 

（特別特定建築物に係る基準適合命令等） 
第１５条 所管行政庁は、前条第１項から第３項までの規定に違

反している事実があると認めるときは、建築主等に対し、当該違

反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることが
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できる。 

２ 国、都道府県又は建築主事を置く市町村の特別特定建築物に

ついては、前項の規定は、適用しない。この場合において、所管

行政庁は、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の特別特定建

築物が前条第１項から第３項までの規定に違反している事実が

あると認めるときは、直ちに、その旨を当該特別特定建築物を管

理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべきことを

要請しなければならない。 

３ 所管行政庁は、前条第５項に規定する措置の適確な実施を確

保するため必要があると認めるときは、建築主等に対し、建築物

移動等円滑化基準を勘案して、特別特定建築物の設計及び施工に

係る事項その他の移動等円滑化に係る事項について必要な指導

及び助言をすることができる。 

 

（特定建築物の建築主等の努力義務等） 
第１６条 建築主等は、特定建築物（特別特定建築物を除く。以

下この条において同じ。）の建築（用途の変更をして特定建築物

にすることを含む。次条第１項において同じ。）をしようとする

ときは、当該特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合させる

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 建築主等は、特定建築物の建築物特定施設の修繕又は模様替

をしようとするときは、当該建築物特定施設を建築物移動等円滑

化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

３ 所管行政庁は、特定建築物について前２項に規定する措置の

適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、建築主等

に対し、建築物移動等円滑化基準を勘案して、特定建築物又はそ

の建築物特定施設の設計及び施工に係る事項について必要な指

導及び助言をすることができる。 

 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定） 
第１７条 建築主等は、特定建築物の建築、修繕又は模様替（修

繕又は模様替にあっては、建築物特定施設に係るものに限る。以

下「建築等」という。）をしようとするときは、主務省令で定め

るところにより、特定建築物の建築等及び維持保全の計画を作成

し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 特定建築物の位置 

二 特定建築物の延べ面積、構造方法及び用途並びに敷地面積 

三 計画に係る建築物特定施設の構造及び配置並びに維持保全

に関する事項 

四 特定建築物の建築等の事業に関する資金計画 

五 その他主務省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第１項の申請があった場合において、当該申

請に係る特定建築物の建築等及び維持保全の計画が次に掲げる

基準に適合すると認めるときは、認定をすることができる。 

一 前項第三号に掲げる事項が、建築物移動等円滑化基準を超え、

かつ、高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘

導すべき主務省令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準に適合すること。 

二 前項第四号に掲げる資金計画が、特定建築物の建築等の事業

を確実に遂行するため適切なものであること。 

４ 前項の認定の申請をする者は、所管行政庁に対し、当該申請

に併せて、建築基準法第６条第１項（同法第８７条第１項におい

て準用する場合を含む。第７項において同じ。）の規定による確

認の申請書を提出して、当該申請に係る特定建築物の建築等の計

画が同法第６条第１項の建築基準関係規定に適合する旨の建築

主事の通知（以下この条において「適合通知」という。）を受け

るよう申し出ることができる。 

５ 前項の申出を受けた所管行政庁は、速やかに当該申出に係る

特定建築物の建築等の計画を建築主事に通知しなければならな

い。 

６ 建築基準法第１８条第３項の規定は、建築主事が前項の通知

を受けた場合について準用する。この場合においては、建築主事

は、申請に係る特定建築物の建築等の計画が第１４条第１項の規

定に適合するかどうかを審査することを要しないものとする。 

７ 所管行政庁が、適合通知を受けて第３項の認定をしたときは、

当該認定に係る特定建築物の建築等の計画は、建築基準法第６条

第１項の規定による確認済証の交付があったものとみなす。 

８ 建築基準法第１２条第７項、第９３条及び第９３条の２の規

定は、建築主事が適合通知をする場合について準用する。 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の変更） 
第１８条 前条第３項の認定を受けた者（以下「認定建築主等」

という。）は、当該認定を受けた計画の変更（主務省令で定める

軽微な変更を除く。）をしようとするときは、所管行政庁の認定

を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

 

（認定特定建築物の容積率の特例） 
第１９条 建築基準法第５２条第１項、第２項、第７項、第１２

項及び第１４項、第５７条の２第３項第二号、第５７条の３第２

項、第５９条第１項及び第３項、第５９条の２第１項、第６０条

第１項、第６０条の２第１項及び第４項、第６８条の３第１項、

第６８条の４、第６８条の５（第一号イを除く。）、第６８条の５

の２第１項（第一号ロを除く。）、第６８条の５の３（第一号ロを

除く。）、第６８条の５の４第１項第一号ロ、第６８条の８、第６

８条の９第１項、第８６条第３項及び第４項、第８６条の２第２

項及び第３項、第８６条の５第３項並びに第８６条の６第１項に

規定する建築物の容積率（同法第５９条第１項、第６０条の２第

１項及び第６８条の９第１項に規定するものについては、これら

の規定に規定する建築物の容積率の最高限度に係る場合に限

る。）の算定の基礎となる延べ面積には、同法第５２条第３項及

び第６項に定めるもののほか、第１７条第３項の認定を受けた計

画（前条第１項の規定による変更の認定があったときは、その変

更後のもの。第２１条において同じ。）に係る特定建築物（以下

「認定特定建築物」という。）の建築物特定施設の床面積のうち、

移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における政令で定める

床面積は、算入しないものとする。 

 

（認定特定建築物の表示等） 
第２０条 認定建築主等は、認定特定建築物の建築等をしたとき

は、当該認定特定建築物、その敷地又はその利用に関する広告そ

の他の主務省令で定めるもの（次項において「広告等」という。）

に、主務省令で定めるところにより、当該認定特定建築物が第１

７条第３項の認定を受けている旨の表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷

地又はその利用に関する広告等に、同項の表示又はこれと紛らわ

しい表示を付してはならない。 

 

（認定建築主等に対する改善命令） 
第２１条 所管行政庁は、認定建築主等が第１７条第３項の認定

を受けた計画に従って認定特定建築物の建築等又は維持保全を

行っていないと認めるときは、当該認定建築主等に対し、その改

善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認

定の取消し） 
第２２条 所管行政庁は、認定建築主等が前条の規定による処分

に違反したときは、第１７条第３項の認定を取り消すことができ

る。 

 

（既存の特定建築物に設けるエレベーターにつ

いての建築基準法の特例） 
第２３条 この法律の施行の際現に存する特定建築物に専ら車

いすを使用している者の利用に供するエレベーターを設置する

場合において、当該エレベーターが次に掲げる基準に適合し、所

管行政庁が防火上及び避難上支障がないと認めたときは、当該特

定建築物に対する建築基準法第２７条第１項、第６１条及び第６

２条第１項の規定の適用については、当該エレベーターの構造は

耐火構造（同法第２条第七号に規定する耐火構造をいう。）とみ

なす。 

一 エレベーター及び当該エレベーターの設置に係る特定建築

物の主要構造部の部分の構造が主務省令で定める安全上及び防
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火上の基準に適合していること。 

 

二 エレベーターの制御方法及びその作動状態の監視方法が主

務省令で定める安全上の基準に適合していること。 

２ 建築基準法第９３条第１項本文及び第２項の規定は、前項の

規定により所管行政庁が防火上及び避難上支障がないと認める

場合について準用する。 

 

（高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の

容積率の特例） 
第２４条 建築物特定施設（建築基準法第５２条第６項に規定す

る共同住宅の共用の廊下及び階段を除く。）の床面積が高齢者、

障害者等の円滑な利用を確保するため通常の床面積よりも著し

く大きい建築物で、主務大臣が高齢者、障害者等の円滑な利用を

確保する上で有効と認めて定める基準に適合するものについて

は、当該建築物を同条第１４項第一号に規定する建築物とみなし

て、同項の規定を適用する。 

 

第４章 重点整備地区における移動等円滑

化に係る事業の重点的かつ一体的な実施 
 

（移動等円滑化基本構想） 
第２５条 市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、

当該市町村の区域内の重点整備地区について、移動等円滑化に係

る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（第５項

を除き、以下「基本構想」という。）を作成することができる。 

２ 基本構想には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 重点整備地区における移動等円滑化に関する基本的な方針 

二 重点整備地区の位置及び区域 

三 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動

等円滑化に関する事項 

四 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交

通用施設について移動等円滑化のために実施すべき特定事業そ

の他の事業に関する事項（旅客施設の所在地を含まない重点整備

地区にあっては、当該重点整備地区と同一の市町村の区域内に所

在する特定旅客施設との間の円滑な移動のために実施すべき特

定事業その他の事業に関する事項を含む。） 

五 前号に掲げる事業と併せて実施する土地区画整理事業、市街

地再開発事業その他の市街地開発事業に関し移動等円滑化のた

めに考慮すべき事項、自転車その他の車両の駐車のための施設の

整備に関する事項その他の重点整備地区における移動等円滑化

に資する市街地の整備改善に関する事項その他重点整備地区に

おける移動等円滑化のために必要な事項 

３ 市町村は、特定旅客施設の所在地を含む重点整備地区につい

て基本構想を作成する場合には、当該基本構想に当該特定旅客施

設を前項第三号及び第四号の生活関連施設として定めなければ

ならない。 

４ 基本構想には、道路法第１２条ただし書及び第１５条並びに

道路法の一部を改正する法律（昭和３９年法律第１６３号。以下

「昭和３９年道路法改正法」という。）附則第３項の規定にかか

わらず、国道（道路法第３条第二号の一般国道をいう。以下同じ。）

又は都道府県道（道路法第３条第三号の都道府県道をいう。第３

２条第１項において同じ。）（道路法第１２条ただし書及び第１５

条並びに昭和３９年道路法改正法附則第３項の規定により都道

府県が新設又は改築を行うこととされているもの（道路法第１７

条第１項又は第２項の規定により同条第１項の指定市又は同条

第２項の指定市以外の市が行うこととされているものを除く。）

に限る。以下同じ。）に係る道路特定事業を実施する者として、

市町村（他の市町村又は道路管理者と共同して実施する場合にあ

っては、市町村及び他の市町村又は道路管理者。第３２条におい

て同じ。）を定めることができる。 

５ 第１項の基本的な構想は、都市計画及び都市計画法第１８条

の２の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保た

れ、かつ、地方自治法第２条第４項の基本構想に即したものでな

ければならない。 

６ 市町村は、基本構想を作成しようとするときは、あらかじめ、

住民、生活関連施設を利用する高齢者、障害者等その他利害関係

者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

７ 市町村は、基本構想を作成しようとするときは、これに定め

ようとする特定事業に関する事項について、次条第１項の協議会

が組織されている場合には協議会における協議を、同項の協議会

が組織されていない場合には関係する施設設置管理者及び都道

府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）と協議をしなけ

ればならない。 

８ 市町村は、次条第１項の協議会が組織されていない場合には、

基本構想を作成するに当たり、あらかじめ、関係する施設設置管

理者及び公安委員会に対し、特定事業に関する事項について基本

構想の案を作成し、当該市町村に提出するよう求めることができ

る。 

９ 前項の案の提出を受けた市町村は、基本構想を作成するに当

たっては、当該案の内容が十分に反映されるよう努めるものとす

る。 

10 市町村は、基本構想を作成したときは、遅滞なく、これを公

表するとともに、主務大臣、都道府県並びに関係する施設設置管

理者及び公安委員会に、基本構想を送付しなければならない。 

11 主務大臣及び都道府県は、前項の規定により基本構想の送付

を受けたときは、市町村に対し、必要な助言をすることができる。 

12 第６項から前項までの規定は、基本構想の変更について準用

する。 

 

（協議会） 
第２６条 基本構想を作成しようとする市町村は、基本構想の作

成に関する協議及び基本構想の実施に係る連絡調整を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織する

ことができる。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

一 基本構想を作成しようとする市町村 

二 関係する施設設置管理者、公安委員会その他基本構想に定め

ようとする特定事業その他の事業を実施すると見込まれる者 

三 高齢者、障害者等、学識経験者その他の当該市町村が必要と

認める者 

３ 第１項の規定により協議会を組織する市町村は、同項に規定

する協議を行う旨を前項第二号に掲げる者に通知するものとす

る。 

４ 前項の規定による通知を受けた者は、正当な理由がある場合

を除き、当該通知に係る協議に応じなければならない。 

５ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成

員はその協議の結果を尊重しなければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項

は、協議会が定める。 

 

（基本構想の作成等の提案） 
第２７条 次に掲げる者は、市町村に対して、基本構想の作成又

は変更をすることを提案することができる。この場合においては、

基本方針に即して、当該提案に係る基本構想の素案を作成して、

これを提示しなければならない。 

一 施設設置管理者、公安委員会その他基本構想に定めようとす

る特定事業その他の事業を実施しようとする者 

二 高齢者、障害者等その他の生活関連施設又は生活関連経路を

構成する一般交通用施設の利用に関し利害関係を有する者 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき

基本構想の作成又は変更をするか否かについて、遅滞なく、公表

しなければならない。この場合において、基本構想の作成又は変

更をしないこととするときは、その理由を明らかにしなければな

らない。 

 

（公共交通特定事業の実施） 
第２８条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する公共交通事業者等は、単独で又は共同して、当

該基本構想に即して公共交通特定事業を実施するための計画（以

下「公共交通特定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、

当該公共交通特定事業を実施するものとする。 

２ 公共交通特定事業計画においては、実施しようとする公共交
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通特定事業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 公共交通特定事業を実施する特定旅客施設又は特定車両 

 

二 公共交通特定事業の内容 

三 公共交通特定事業の実施予定期間並びにその実施に必要な

資金の額及びその調達方法 

四 その他公共交通特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

３ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めようとす

るときは、あらかじめ、関係する市町村及び施設設置管理者の意

見を聴かなければならない。 

４ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めたときは、

遅滞なく、これを関係する市町村及び施設設置管理者に送付しな

ければならない。 

５ 前２項の規定は、公共交通特定事業計画の変更について準用

する。 

 

（公共交通特定事業計画の認定） 
第２９条 公共交通事業者等は、主務省令で定めるところにより、

主務大臣に対し、公共交通特定事業計画が重点整備地区における

移動等円滑化を適切かつ確実に推進するために適当なものであ

る旨の認定を申請することができる。 

２ 主務大臣は、前項の規定による認定の申請があった場合にお

いて、前条第２項第二号に掲げる事項が基本方針及び公共交通移

動等円滑化基準に照らして適切なものであり、かつ、同号及び同

項第三号に掲げる事項が当該公共交通特定事業を確実に遂行す

るために技術上及び資金上適切なものであると認めるときは、そ

の認定をするものとする。 

３ 前項の認定を受けた者は、当該認定に係る公共交通特定事業

計画を変更しようとするときは、主務大臣の認定を受けなければ

ならない。 

４ 第２項の規定は、前項の認定について準用する。 

５ 主務大臣は、第２項の認定を受けた者が当該認定に係る公共

交通特定事業計画（第３項の規定による変更の認定があったとき

は、その変更後のもの。次条において同じ。）に従って公共交通

特定事業を実施していないと認めるときは、その認定を取り消す

ことができる。 

 

（公共交通特定事業計画に係る地方債の特例） 
第３０条 地方公共団体が、前条第２項の認定に係る公共交通特

定事業計画に基づく公共交通特定事業で主務省令で定めるもの

に関する助成を行おうとする場合においては、当該助成に要する

経費であって地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第５条各

号に規定する経費のいずれにも該当しないものは、同条第五号に

規定する経費とみなす。 

 

（道路特定事業の実施） 
第３１条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する道路管理者は、単独で又は共同して、当該基本

構想に即して道路特定事業を実施するための計画（以下「道路特

定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該道路特定

事業を実施するものとする。 

２ 道路特定事業計画においては、基本構想において定められた

道路特定事業について定めるほか、当該重点整備地区内の道路に

おいて実施するその他の道路特定事業について定めることがで

きる。 

３ 道路特定事業計画においては、実施しようとする道路特定事

業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 道路特定事業を実施する道路の区間 

二 前号の道路の区間ごとに実施すべき道路特定事業の内容及

び実施予定期間 

三 その他道路特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

４ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めようとするときは、

あらかじめ、関係する市町村、施設設置管理者及び公安委員会の

意見を聴かなければならない。 

５ 道路管理者は、道路特定事業計画において、道路法第２０条

第１項に規定する他の工作物について実施し、又は同法第２３条

第１項の規定に基づき実施する道路特定事業について定めると

きは、あらかじめ、当該道路特定事業を実施する工作物又は施設

の管理者と協議しなければならない。この場合において、当該道

路特定事業の費用の負担を当該工作物又は施設の管理者に求め

るときは、当該道路特定事業計画に当該道路特定事業の実施に要

する費用の概算及び道路管理者と当該工作物又は施設の管理者

との分担割合を定めるものとする。 

６ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、

これを公表するとともに、関係する市町村、施設設置管理者及び

公安委員会並びに前項に規定する工作物又は施設の管理者に送

付しなければならない。 

７ 前３項の規定は、道路特定事業計画の変更について準用する。 

 

（市町村による国道等に係る道路特定事業の実施） 
第３２条 第２５条第４項の規定により基本構想において道路

特定事業を実施する者として市町村（道路法第１７条第１項の指

定市を除く。以下この条及び第５５条から第５７条までにおいて

同じ。）が定められたときは、前条第１項、同法第１２条ただし

書及び第１５条並びに昭和３９年道路法改正法附則第３項の規

定にかかわらず、市町村は、単独で又は他の市町村若しくは道路

管理者と共同して、国道又は都道府県道に係る道路特定事業計画

を作成し、これに基づき、当該道路特定事業を実施するものとす

る。 

２ 前条第２項から第７項までの規定は、前項の場合について準

用する。この場合において、同条第４項から第６項までの規定中

「道路管理者」とあるのは、「次条第１項の規定により道路特定

事業を実施する市町村（他の市町村又は道路管理者と共同して実

施する場合にあっては、市町村及び他の市町村又は道路管理者）」

と読み替えるものとする。 

３ 市町村は、第１項の規定により国道に係る道路特定事業を実

施しようとする場合においては、主務省令で定めるところにより、

主務大臣の認可を受けなければならない。ただし、主務省令で定

める軽易なものについては、この限りでない。 

４ 市町村は、第１項の規定により道路特定事業に関する工事を

行おうとするとき、及び当該道路特定事業に関する工事の全部又

は一部を完了したときは、主務省令で定めるところにより、その

旨を公示しなければならない。 

５ 市町村は、第１項の規定により道路特定事業を実施する場合

においては、政令で定めるところにより、当該道路の道路管理者

に代わってその権限を行うものとする。 

６ 市町村が第１項の規定により道路特定事業を実施する場合

には、その実施に要する費用の負担並びにその費用に関する国の

補助及び交付金の交付については、都道府県が自ら当該道路特定

事業を実施するものとみなす。 

７ 前項の規定により国が当該都道府県に対し交付すべき負担

金、補助金及び交付金は、市町村に交付するものとする。 

８ 前項の場合には、市町村は、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）の規定の適用に

ついては、同法第２条第３項に規定する補助事業者等とみなす。 

 

（路外駐車場特定事業の実施） 
第３３条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する路外駐車場管理者等は、単独で又は共同して、

当該基本構想に即して路外駐車場特定事業を実施するための計

画（以下この条において「路外駐車場特定事業計画」という。）

を作成し、これに基づき、当該路外駐車場特定事業を実施するも

のとする。 

２ 路外駐車場特定事業計画においては、実施しようとする路外

駐車場特定事業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 路外駐車場特定事業を実施する特定路外駐車場 

二 路外駐車場特定事業の内容及び実施予定期間 

三 その他路外駐車場特定事業の実施に際し配慮すべき重要事

項 

３ 路外駐車場管理者等は、路外駐車場特定事業計画を定めよう

とするときは、あらかじめ、関係する市町村及び施設設置管理者

の意見を聴かなければならない。 

４ 路外駐車場管理者等は、路外駐車場特定事業計画を定めたと

きは、遅滞なく、これを関係する市町村及び施設設置管理者に送

付しなければならない。 
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５ 前２項の規定は、路外駐車場特定事業計画の変更について準

用する。 

 

（都市公園特定事業の実施） 
第３４条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する公園管理者等は、単独で又は共同して、当該基

本構想に即して都市公園特定事業を実施するための計画（以下こ

の条において「都市公園特定事業計画」という。）を作成し、こ

れに基づき、当該都市公園特定事業を実施するものとする。ただ

し、都市公園法第５条第１項の規定による許可を受けて公園施設

（特定公園施設に限る。）を設け若しくは管理し、又は設け若し

くは管理しようとする者が都市公園特定事業計画を作成する場

合にあっては、公園管理者と共同して作成するものとする。 

２ 都市公園特定事業計画においては、実施しようとする都市公

園特定事業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 都市公園特定事業を実施する都市公園 

二 都市公園特定事業の内容及び実施予定期間 

三 その他都市公園特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

３ 公園管理者等は、都市公園特定事業計画を定めようとすると

きは、あらかじめ、関係する市町村及び施設設置管理者の意見を

聴かなければならない。 

４ 公園管理者は、都市公園特定事業計画において、都市公園法

第５条の２第１項に規定する他の工作物について実施する都市

公園特定事業について定めるときは、あらかじめ、当該他の工作

物の管理者と協議しなければならない。この場合において、当該

都市公園特定事業の費用の負担を当該他の工作物の管理者に求

めるときは、当該都市公園特定事業計画に当該都市公園特定事業

の実施に要する費用の概算及び公園管理者と当該他の工作物の

管理者との分担割合を定めるものとする。 

５ 公園管理者等は、都市公園特定事業計画を定めたときは、遅

滞なく、これを公表するとともに、関係する市町村及び施設設置

管理者並びに前項に規定する他の工作物の管理者に送付しなけ

ればならない。 

６ 前３項の規定は、都市公園特定事業計画の変更について準用

する。 

 

（建築物特定事業の実施） 
第３５条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する建築主等は、単独で又は共同して、当該基本構

想に即して建築物特定事業を実施するための計画（以下この条に

おいて「建築物特定事業計画」という。）を作成し、これに基づ

き、当該建築物特定事業を実施するものとする。 

２ 建築物特定事業計画においては、実施しようとする建築物特

定事業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物特定事業を実施する特定建築物 

二 建築物特定事業の内容 

三 建築物特定事業の実施予定期間並びにその実施に必要な資

金の額及びその調達方法 

四 その他建築物特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

３ 建築主等は、建築物特定事業計画を定めようとするときは、

あらかじめ、関係する市町村及び施設設置管理者の意見を聴かな

ければならない。 

４ 建築主等は、建築物特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、

これを関係する市町村及び施設設置管理者に送付しなければな

らない。 

５ 建築主事を置かない市町村の市町村長は、前項の規定により

送付された建築物特定事業計画を都道府県知事に送付しなけれ

ばならない。 

６ 前三項の規定は、建築物特定事業計画の変更について準用す

る。 

 

（交通安全特定事業の実施） 
第３６条 第２５条第１項の規定により基本構想が作成された

ときは、関係する公安委員会は、単独で又は共同して、当該基本

構想に即して交通安全特定事業を実施するための計画（以下「交

通安全特定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該

交通安全特定事業を実施するものとする。 

２ 前項の交通安全特定事業（第２条第二十八号イに掲げる事業

に限る。）は、当該交通安全特定事業により設置される信号機等

が、重点整備地区における移動等円滑化のために必要な信号機等

に関する主務省令で定める基準に適合するよう実施されなけれ

ばならない。 

３ 交通安全特定事業計画においては、実施しようとする交通安

全特定事業について次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 交通安全特定事業を実施する道路の区間 

二 前号の道路の区間ごとに実施すべき交通安全特定事業の内

容及び実施予定期間 

三 その他交通安全特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

４ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めようとするとき

は、あらかじめ、関係する市町村及び道路管理者の意見を聴かな

ければならない。 

５ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めたときは、遅滞

なく、これを公表するとともに、関係する市町村及び道路管理者

に送付しなければならない。 

６ 前２項の規定は、交通安全特定事業計画の変更について準用

する。 

 

（生活関連施設又は一般交通用施設の整備等） 
第３７条 国及び地方公共団体は、基本構想において定められた

生活関連施設又は一般交通用施設の整備、土地区画整理事業、市

街地再開発事業その他の市街地開発事業の施行その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 基本構想において定められた生活関連施設又は一般交通用

施設の管理者（国又は地方公共団体を除く。）は、当該基本構想

の達成に資するよう、その管理する施設について移動等円滑化の

ための事業の実施に努めなければならない。 

 

（基本構想に基づく事業の実施に係る命令等） 
第３８条 市町村は、第２８条第１項の公共交通特定事業、第３

３条第１項の路外駐車場特定事業、第３４条第１項の都市公園特

定事業（公園管理者が実施すべきものを除く。）又は第３５条第

１項の建築物特定事業（国又は地方公共団体が実施すべきものを

除く。）（以下この条において「公共交通特定事業等」と総称する。）

が実施されていないと認めるときは、当該公共交通特定事業等を

実施すべき者に対し、その実施を要請することができる。 

２ 市町村は、前項の規定による要請を受けた者が当該要請に応

じないときは、その旨を主務大臣等（公共交通特定事業にあって

は主務大臣、路外駐車場特定事業にあっては知事等、都市公園特

定事業にあっては公園管理者、建築物特定事業にあっては所管行

政庁。以下この条において同じ。）に通知することができる。 

３ 主務大臣等は、前項の規定による通知があった場合において、

第１項の規定による要請を受けた者が正当な理由がなくて公共

交通特定事業等を実施していないと認めるときは、当該要請を受

けた者に対し、当該公共交通特定事業等を実施すべきことを勧告

することができる。 

４ 主務大臣等は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理

由がなくてその勧告に係る措置を講じない場合において、当該勧

告を受けた者の事業について移動等円滑化を阻害している事実

があると認めるときは、第９条第３項、第１２条第３項及び第１

５条第１項の規定により違反を是正するために必要な措置をと

るべきことを命ずることができる場合を除くほか、当該勧告を受

けた者に対し、移動等円滑化のために必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。 

 

（土地区画整理事業の換地計画において定める

保留地の特例） 
第３９条 基本構想において定められた土地区画整理事業であ

って土地区画整理法第３条第４項、第３条の２又は第３条の３の

規定により施行するものの換地計画（基本構想において定められ

た重点整備地区の区域内の宅地について定められたものに限

る。）においては、重点整備地区の区域内の住民その他の者の共

同の福祉又は利便のために必要な生活関連施設又は一般交通用

施設で国、地方公共団体、公共交通事業者等その他政令で定める

者が設置するもの（同法第２条第５項に規定する公共施設を除き、
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基本構想において第２５条第２項第五号に掲げる事項として土

地区画整理事業の実施に関しその整備を考慮すべきものと定め

られたものに限る。）の用に供するため、一定の土地を換地とし

て定めないで、その土地を保留地として定めることができる。こ

の場合においては、当該保留地の地積について、当該土地区画整

理事業を施行する土地の区域内の宅地について所有権、地上権、

永小作権、賃借権その他の宅地を使用し、又は収益することがで

きる権利を有するすべての者の同意を得なければならない。 

２ 土地区画整理法第１０４条第１１項及び第１０８条第１項

の規定は、前項の規定により換地計画において定められた保留地

について準用する。この場合において、同条第１項中「第３条第

４項若しくは第５項」とあるのは、「第３条第４項」と読み替え

るものとする。 

３ 施行者は、第１項の規定により換地計画において定められた

保留地を処分したときは、土地区画整理法第１０３条第４項の規

定による公告があった日における従前の宅地について所有権、地

上権、永小作権、賃借権その他の宅地を使用し、又は収益するこ

とができる権利を有する者に対して、政令で定める基準に従い、

当該保留地の対価に相当する金額を交付しなければならない。同

法第１０９条第２項の規定は、この場合について準用する。 

４ 土地区画整理法第８５条第５項の規定は、この条の規定によ

る処分及び決定について準用する。 

５ 第１項に規定する土地区画整理事業に関する土地区画整理

法第１２３条、第１２６条、第１２７条の２及び第１２９条の規

定の適用については、同項から第３項までの規定は、同法の規定

とみなす。 

 

（地方債についての配慮） 
第４０条 地方公共団体が、基本構想を達成するために行う事業

に要する経費に充てるために起こす地方債については、法令の範

囲内において、資金事情及び当該地方公共団体の財政事情が許す

限り、特別の配慮をするものとする。 

 

  

 

第５章 移動等円滑化経路協定 
 

（移動等円滑化経路協定の締結等） 
第４１条 重点整備地区内の一団の土地の所有者及び建築物そ

の他の工作物の所有を目的とする借地権その他の当該土地を使

用する権利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明

らかなものを除く。以下「借地権等」という。）を有する者（土

地区画整理法第９８条第１項（大都市地域における住宅及び住宅

地の供給の促進に関する特別措置法（昭和５０年法律第６７号。

第４５条第２項において「大都市住宅等供給法」という。）第８

３条において準用する場合を含む。以下この章において同じ。）

の規定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土地

に対応する従前の土地の所有者及び借地権等を有する者。以下こ

の章において「土地所有者等」と総称する。）は、その全員の合

意により、当該土地の区域における移動等円滑化のための経路の

整備又は管理に関する協定（以下「移動等円滑化経路協定」とい

う。）を締結することができる。ただし、当該土地（土地区画整

理法第９８条第１項の規定により仮換地として指定された土地

にあっては、当該土地に対応する従前の土地）の区域内に借地権

等の目的となっている土地がある場合（当該借地権等が地下又は

空間について上下の範囲を定めて設定されたもので、当該土地の

所有者が当該土地を使用している場合を除く。）においては、当

該借地権等の目的となっている土地の所有者の合意を要しない。 

２ 移動等円滑化経路協定においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 移動等円滑化経路協定の目的となる土地の区域（以下「移動

等円滑化経路協定区域」という。）及び経路の位置 

二 次に掲げる移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関

する事項のうち、必要なもの 

イ 前号の経路における移動等円滑化に関する基準 

ロ 前号の経路を構成する施設（エレベーター、エスカレーター

その他の移動等円滑化のために必要な設備を含む。）の整備又は

管理に関する事項 

ハ その他移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関する

事項 

三 移動等円滑化経路協定の有効期間 

四 移動等円滑化経路協定に違反した場合の措置 

３ 移動等円滑化経路協定は、市町村長の認可を受けなければな

らない。 

 

（認可の申請に係る移動等円滑化経路協定の縦

覧等） 
第４２条 市町村長は、前条第三項の認可の申請があったときは、

主務省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該移動等円

滑化経路協定を公告の日から２週間関係人の縦覧に供さなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による公告があったときは、関係人は、同項の縦

覧期間満了の日までに、当該移動等円滑化経路協定について、市

町村長に意見書を提出することができる。 

 

（移動等円滑化経路協定の認可） 
第４３条 市町村長は、第４１条第３項の認可の申請が次の各号

のいずれにも該当するときは、同項の認可をしなければならない。 

一 申請手続が法令に違反しないこと。 

二 土地又は建築物その他の工作物の利用を不当に制限するも

のでないこと。 

三 第４１条第２項各号に掲げる事項について主務省令で定め

る基準に適合するものであること。 

２ 建築主事を置かない市町村の市町村長は、第４１条第２項第

二号に掲げる事項に建築物に関するものを定めた移動等円滑化

経路協定について同条第３項の認可をしようとするときは、前条

第２項の規定により提出された意見書を添えて、都道府県知事に

協議し、その同意を得なければならない。 

３ 市町村長は、第４１条第３項の認可をしたときは、主務省令

で定めるところにより、その旨を公告し、かつ、当該移動等円滑

化経路協定を当該市町村の事務所に備えて公衆の縦覧に供する

とともに、移動等円滑化経路協定区域である旨を当該移動等円滑

化経路協定区域内に明示しなければならない。 

 

（移動等円滑化経路協定の変更） 
第４４条 移動等円滑化経路協定区域内における土地所有者等

（当該移動等円滑化経路協定の効力が及ばない者を除く。）は、

移動等円滑化経路協定において定めた事項を変更しようとする

場合においては、その全員の合意をもってその旨を定め、市町村

長の認可を受けなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の変更の認可について準用する。 

 

（移動等円滑化経路協定区域からの除外） 
第４５条 移動等円滑化経路協定区域内の土地（土地区画整理法

第９８条第１項の規定により仮換地として指定された土地にあ

っては、当該土地に対応する従前の土地）で当該移動等円滑化経

路協定の効力が及ばない者の所有するものの全部又は一部につ

いて借地権等が消滅した場合においては、当該借地権等の目的と

なっていた土地（同項の規定により仮換地として指定された土地

に対応する従前の土地にあっては、当該土地についての仮換地と

して指定された土地）は、当該移動等円滑化経路協定区域から除

外されるものとする。 

２ 移動等円滑化経路協定区域内の土地で土地区画整理法第９

８条第１項の規定により仮換地として指定されたものが、同法第

８６条第１項の換地計画又は大都市住宅等供給法第７２条第１

項の換地計画において当該土地に対応する従前の土地について

の換地として定められず、かつ、土地区画整理法第９１条第３項

（大都市住宅等供給法第８２条第１項において準用する場合を

含む。）の規定により当該土地に対応する従前の土地の所有者に

対してその共有持分を与えるように定められた土地としても定

められなかったときは、当該土地は、土地区画整理法第１０３条

第４項（大都市住宅等供給法第８３条において準用する場合を含

む。）の公告があった日が終了した時において当該移動等円滑化

経路協定区域から除外されるものとする。 
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３ 前２項の規定により移動等円滑化経路協定区域内の土地が

当該移動等円滑化経路協定区域から除外された場合においては、

当該借地権等を有していた者又は当該仮換地として指定されて

いた土地に対応する従前の土地に係る土地所有者等（当該移動等

円滑化経路協定の効力が及ばない者を除く。）は、遅滞なく、そ

の旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 第４３条第３項の規定は、前項の規定による届出があった場

合その他市町村長が第１項又は第２項の規定により移動等円滑

化経路協定区域内の土地が当該移動等円滑化経路協定区域から

除外されたことを知った場合について準用する。 

 

（移動等円滑化経路協定の効力） 
第４６条 第４３条第３項（第４４条第２項において準用する場

合を含む。）の規定による認可の公告のあった移動等円滑化経路

協定は、その公告のあった後において当該移動等円滑化経路協定

区域内の土地所有者等となった者（当該移動等円滑化経路協定に

ついて第４１条第１項又は第４４条第１項の規定による合意を

しなかった者の有する土地の所有権を承継した者を除く。）に対

しても、その効力があるものとする。 

 

（移動等円滑化経路協定の認可の公告のあった

後移動等円滑化経路協定に加わる手続等） 
第４７条 移動等円滑化経路協定区域内の土地の所有者（土地区

画整理法第９８条第１項の規定により仮換地として指定された

土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地の所有者）で当

該移動等円滑化経路協定の効力が及ばないものは、第４３条第３

項（第４４条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る認可の公告があった後いつでも、市町村長に対して書面でその

意思を表示することによって、当該移動等円滑化経路協定に加わ

ることができる。 

２ 第４３条第３項の規定は、前項の規定による意思の表示があ

った場合について準用する。 

３ 移動等円滑化経路協定は、第１項の規定により当該移動等円

滑化経路協定に加わった者がその時において所有し、又は借地権

等を有していた当該移動等円滑化経路協定区域内の土地（土地区

画整理法第９８条第１項の規定により仮換地として指定された

土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地）について、前

項において準用する第４３条第３項の規定による公告のあった

後において土地所有者等となった者（前条の規定の適用がある者

を除く。）に対しても、その効力があるものとする。 

 

（移動等円滑化経路協定の廃止） 
第４８条 移動等円滑化経路協定区域内の土地所有者等（当該移

動等円滑化経路協定の効力が及ばない者を除く。）は、第４１条

第３項又は第４４条第１項の認可を受けた移動等円滑化経路協

定を廃止しようとする場合においては、その過半数の合意をもっ

てその旨を定め、市町村長の認可を受けなければならない。 

２ 市町村長は、前項の認可をしたときは、その旨を公告しなけ

ればならない。 

 

（土地の共有者等の取扱い） 
第４９条 土地又は借地権等が数人の共有に属するときは、第４

１条第１項、第４４条第１項、第４７条第１項及び前条第１項の

規定の適用については、合わせて一の所有者又は借地権等を有す

る者とみなす。 

 

（一の所有者による移動等円滑化経路協定の設定） 
第５０条 重点整備地区内の一団の土地で、一の所有者以外に土

地所有者等が存しないものの所有者は、移動等円滑化のため必要

があると認めるときは、市町村長の認可を受けて、当該土地の区

域を移動等円滑化経路協定区域とする移動等円滑化経路協定を

定めることができる。 

２ 市町村長は、前項の認可の申請が第４３条第１項各号のいず

れにも該当し、かつ、当該移動等円滑化経路協定が移動等円滑化

のため必要であると認める場合に限り、前項の認可をするものと

する。 

３ 第４３条第２項及び第３項の規定は、第１項の認可について

準用する。 

４ 第１項の認可を受けた移動等円滑化経路協定は、認可の日か

ら起算して３年以内において当該移動等円滑化経路協定区域内

の土地に２以上の土地所有者等が存することになった時から、第

４３条第３項の規定による認可の公告のあった移動等円滑化経

路協定と同一の効力を有する移動等円滑化経路協定となる。 

 

（借主の地位） 
第５１条 移動等円滑化経路協定に定める事項が建築物その他

の工作物の借主の権限に係る場合においては、その移動等円滑化

経路協定については、当該建築物その他の工作物の借主を土地所

有者等とみなして、この章の規定を適用する。 

 

第６章 雑則 
 

（資金の確保等） 
第５２条 国は、移動等円滑化を促進するために必要な資金の確

保その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 国は、移動等円滑化に関する情報提供の確保並びに研究開発

の推進及びその成果の普及に努めなければならない。 

 

（報告及び立入検査） 
第５３条 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、

主務省令で定めるところにより、公共交通事業者等に対し、移動

等円滑化のための事業に関し報告をさせ、又はその職員に、公共

交通事業者等の事務所その他の事業場若しくは車両等に立ち入

り、旅客施設、車両等若しくは帳簿、書類その他の物件を検査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 知事等は、この法律の施行に必要な限度において、路外駐車

場管理者等に対し、特定路外駐車場の路外駐車場移動等円滑化基

準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、特

定路外駐車場若しくはその業務に関係のある場所に立ち入り、特

定路外駐車場の施設若しくは業務に関し検査させ、若しくは関係

者に質問させることができる。 

３ 所管行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、政令

で定めるところにより、建築主等に対し、特定建築物の建築物移

動等円滑化基準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はそ

の職員に、特定建築物若しくはその工事現場に立ち入り、特定建

築物、建築設備、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者

に質問させることができる。 

４ 所管行政庁は、認定建築主等に対し、認定特定建築物の建築

等又は維持保全の状況について報告をさせることができる。 

５ 第１項から第３項までの規定により立入検査をする職員は、

その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、

これを提示しなければならない。 

６ 第１項から第３項までの規定による立入検査の権限は、犯罪

捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（主務大臣等） 
第５４条 第３条第１項、第３項及び第４項における主務大臣は、

同条第２項第二号に掲げる事項については国土交通大臣とし、そ

の他の事項については国土交通大臣、国家公安委員会及び総務大

臣とする。 

２ 第９条、第２４条、第２９条第１項、第２項（同条第４項に

おいて準用する場合を含む。）、第３項及び第５項、第３２条第３

項、第３８条第２項、前条第１項並びに次条における主務大臣は

国土交通大臣とし、第２５条第１０項及び第１１項（これらの規

定を同条第１２項において準用する場合を含む。）における主務

大臣は国土交通大臣、国家公安委員会及び総務大臣とする。 

３ この法律における主務省令は、国土交通省令とする。ただし、

第３０条における主務省令は、総務省令とし、第３６条第２項に

おける主務省令は、国家公安委員会規則とする。 

４ この法律による国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定め

るところにより、地方支分部局の長に委任することができる。 
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（不服申立て） 
第５５条 市町村が第３２条第５項の規定により道路管理者に

代わってした処分に不服がある者は、主務大臣に対して行政不服

審査法（昭和３７年法律第１６０号）による審査請求をすること

ができる。この場合においては、当該市町村に対して異議申立て

をすることもできる。 

 

（事務の区分） 
第５６条 第３２条の規定により国道に関して市町村が処理す

ることとされている事務（費用の負担及び徴収に関するものを除

く。）は、地方自治法第２条第９項第一号に規定する第一号法定

受託事務とする。 

 

（道路法の適用） 
第５７条 第三十二条第五項の規定により道路管理者に代わっ

てその権限を行う市町村は、道路法第八章の規定の適用について

は、道路管理者とみなす。 

 

（経過措置） 
第５８条 この法律に基づき命令を制定し、又は改廃する場合に

おいては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と

判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）を定めることができる。 

 

第７章 罰則 
 

第５９条 第９条第３項、第１２条第３項又は第１５条第１項の

規定による命令に違反した者は、３００万円以下の罰金に処する。 

第６０条 次の各号のいずれかに該当する者は、１００万円以下

の罰金に処する。 

一 第９条第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届

出をした者 

二 第３８条第４項の規定による命令に違反した者 

三 第５３条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

第６１条 第１２条第１項又は第２項の規定に違反して、届出を

せず、又は虚偽の届出をした者は、５０万円以下の罰金に処する。 

第６２条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の

罰金に処する。 

一 第２０条第２項の規定に違反して、表示を付した者 

二 第５３条第３項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

第６３条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の

罰金に処する。 

一 第５３条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

二 第５３条第４項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者 

第６４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人そ

の他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第５９条から前

条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても各本条の刑を科する。 

 

附 則 
 

（施行期日） 
第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲

内において政令で定める日から施行する。 

 

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定

建築物の建築の促進に関する法律及び高齢者、身

体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円

滑化の促進に関する法律の廃止） 
第２条 次に掲げる法律は、廃止する。 

一 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築

の促進に関する法律（平成６年法律第４４号） 

二 高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑

化の促進に関する法律（平成１２年法律第６８号） 

 

（道路管理者、路外駐車場管理者等及び公園管理

者等の基準適合義務に関する経過措置） 
第３条 この法律の施行の際現に工事中の特定道路の新設又は

改築、特定路外駐車場の設置及び特定公園施設の新設、増設又は

改築については、それぞれ第１０条第１項、第１１条第１項及び

第１３条第１項の規定は、適用しない。 

 

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築

物の建築の促進に関する法律の廃止に伴う経過措置） 
第４条 附則第２条第一号の規定による廃止前の高齢者、身体障

害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法

律（これに基づく命令を含む。）の規定によりした処分、手続そ

の他の行為は、この法律（これに基づく命令を含む。）中の相当

規定によりしたものとみなす。 

２ この法律の施行の際現に工事中の特別特定建築物の建築又

は修繕若しくは模様替については、第１４条第１項から第３項ま

での規定は適用せず、なお従前の例による。 

３ この法律の施行の際現に存する特別特定建築物で、政令で指

定する類似の用途相互間における用途の変更をするものについ

ては、第１４条第１項の規定は適用せず、なお従前の例による。 

４ 第１５条の規定は、この法律の施行後（第２項に規定する特

別特定建築物については、同項に規定する工事が完了した後）に

建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下

この項において同じ。）をした特別特定建築物について適用し、

この法律の施行前に建築をした特別特定建築物については、なお

従前の例による。 

 

（高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用し

た移動の円滑化の促進に関する法律の廃止に伴

う経過措置） 
第５条 附則第２条第二号の規定による廃止前の高齢者、身体障

害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律（以下この条において「旧移動円滑化法」という。）第６条

第１項の規定により作成された基本構想、旧移動円滑化法第７条

第１項の規定により作成された公共交通特定事業計画、旧移動円

滑化法第１０条第１項の規定により作成された道路特定事業計

画及び旧移動円滑化法第１１条第１項の規定により作成された

交通安全特定事業計画は、それぞれ第２５条第１項の規定により

作成された基本構想、第２８条第１項の規定により作成された公

共交通特定事業計画、第３１条第１項の規定により作成された道

路特定事業計画及び第３６条第１項の規定により作成された交

通安全特定事業計画とみなす。 

２ 旧移動円滑化法（これに基づく命令を含む。）の規定により

した処分、手続その他の行為は、この法律（これに基づく命令を

含む。）中の相当規定によりしたものとみなす。 

 

（罰則に関する経過措置） 
第６条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例による。 

 

（検討） 
第７条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、

この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする。 
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第８条 地方自治法の一部を次のように改正する。 

 別表第一に次のように加える。 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１

８年法律第９１号） 

 第３２条の規定により国道に関して市町村が処理することとさ

れている事務（費用の負担及び徴収に関するものを除く。） 

 

（地方税法の一部改正） 
第９条 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７３条の６第３項中「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平成１２年法律第６

８号）第１３条第２項」を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第３９条第２項」

に改める。 

附則第１１条第１６項及び第１５条第４１項中「高齢者、身体障

害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律第８条第２項」を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律第２９条第２項」に、「第７条第１項」を「第２

８条第１項」に、「第２条第９項」を「第２条第二十三号」に、「同

項第一号又は第二号」を「同号イ又はロ」に、「高齢者、身体障

害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律第２条第３項第一号」を「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律第２条第四号イ」に、「同項第二号」を「同

号ロ」に改める。 

 

（租税特別措置法の一部改正） 
第１０条 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）の一部を

次のように改正する。 

第１４条の２第２項第四号中「高齢者、身体障害者等が円滑に利

用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（平成６年法律第

４４号）第８条に規定する計画に係る同法第２条第三号」を「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８

年法律第９１号）第１７条第３項の認定を受けた計画（同法第１

８条第１項の規定による変更の認定があつたときは、その変更後

のもの）に係る同法第２条第十七号」に改める。 

第３３条の３第１項中「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平成１２年法律第６

８号）第１３条第１項」を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第３９条第１項」に改める。 

第３４条の２第２項第１９号中「高齢者、身体障害者等の公共交

通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（以下この号

において「高齢者等移動円滑化法」という。）第１３条第１項」

を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以

下この号において「高齢者移動等円滑化法」という。）第３９条

第１項」に、「高齢者等移動円滑化法第１３条第１項」を「高齢

者移動等円滑化法第３９条第１項」に、「同項に規定する特定旅

客施設、一般交通用施設又は公共用施設」を「特定旅客施設（高

齢者移動等円滑化法第２条第六号に規定する特定旅客施設をい

う。）、一般交通用施設（高齢者移動等円滑化法第２条第二十一号

ロに規定する一般交通用施設のうち当該特定旅客施設と同号イ

に規定する生活関連施設との間の移動が通常徒歩で行われる経

路を構成するものをいう。）又は公共用施設（高齢者移動等円滑

化法第３９条第１項に規定する生活関連施設のうち当該特定旅

客施設又は当該一般交通用施設と一体として利用される駐車場、

公園その他の公共の用に供する施設をいう。）」に改める。 

第４７条の２第３項第四号中「高齢者、身体障害者等が円滑に利

用できる特定建築物の建築の促進に関する法律第８条に規定す

る計画に係る同法第２条第三号」を「高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律第１７条第３項の認定を受けた計

画（同法第１８条第１項の規定による変更の認定があつたときは、

その変更後のもの）に係る同法第２条第１７号」に改める。 

第６５条第１項中「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用

した移動の円滑化の促進に関する法律第１３条第１項」を「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第３９条第１

項」に改める。 

第６５条の４第１項第１９号中「高齢者、身体障害者等の公共交

通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（以下この号

において「高齢者等移動円滑化法」という。）第１３条第１項」

を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以

下この号において「高齢者移動等円滑化法」という。）第３９条

第１項」に、「高齢者等移動円滑化法第１３条第１項」を「高齢

者移動等円滑化法第３９条第１項」に、「同項に規定する特定旅

客施設、一般交通用施設又は公共用施設」を「特定旅客施設（高

齢者移動等円滑化法第２条第六号に規定する特定旅客施設をい

う。）、一般交通用施設（高齢者移動等円滑化法第２条第二十一号

ロに規定する一般交通用施設のうち当該特定旅客施設と同号イ

に規定する生活関連施設との間の移動が通常徒歩で行われる経

路を構成するものをいう。）又は公共用施設（高齢者移動等円滑

化法第３９条第１項に規定する生活関連施設のうち当該特定旅

客施設又は当該一般交通用施設と一体として利用される駐車場、

公園その他の公共の用に供する施設をいう。）」に改める。 

 

（身体障害者補助犬法の一部改正） 
第１１条 身体障害者補助犬法（平成１４年法律第４９号）の一

部を次のように改正する。 

第８条中「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動

の円滑化の促進に関する法律（平成１２年法律第６８号）第２条

第３項」を「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成１８年法律第９１号）第２条第四号」に改め、「及び

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第一号ハに規定

する一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者」を削り、「高齢

者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進

に関する法律第２条第４項」を「同条第五号」に改める。 
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４ 用語解説 

 

本基本構想の文中で用いられているもの及び特に説明が必要と考えられる用語に

ついての解説を示します。 

 

あ行 

 

［移動等円滑化基準］ 

バリアフリー新法施行に伴い主務政省令で定められた、旅客施設、車両、道路、

信号機、路外駐車場、都市公園、建築物等に関する基準。従来の「移動円滑化基準」

から改訂・拡充されたもの。 

 

［移動等円滑化経路協定］ 

基本構想で定められた重点整備地区内において、駅～道路～建築物などの連続的

なバリアフリー環境を、安定的に維持するために、その土地所有者などが、全員の

合意により、経路の整備や管理に関する事項を移動等円滑化協定として締結するこ

とができるもの。なお、協定は市区町村長の許可が必要。 

 

［一般交通用施設］ 

道路、駅前広場、通路その他の一般交通に関する施設のこと。 

 

［エスカル（階段昇降機）］ 

構造上等の理由で、車いす対応エスカレーターやエレベーターが設置できない場

合に設置する、車いす等の上下移動を支援する折りたたみ式のリフトのこと。 

 

［エスコートゾーン（視覚障害者用横断帯）］ 

視覚障害者用横断帯といわれ、横断歩道の中央部に視覚障害者が認知できる突起

を設け、横断歩道内を安全にまっすぐ進めるようにするもの。 

 

［ＬＥＤ（エルイーディー）（発光ダイオード）］ 

ＬＥＤ(Light Emitting Diode)とは発光ダイオード（はっこうダイオード）を指し、

順方向に電圧を加えた際に発光する半導体素子のことをいう。寿命が白熱電球に比べ

てかなり長く、素子そのものはほとんど永久に使え、また様々な色の光を作ることが

できるため、電光掲示板等フルカラーの表示装置に利用されている。 
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［オストメイト］ 

直腸がんや膀胱がんなどが原因で臓器に機能障害（内部障害のひとつ）を負い、

手術によって、人工的に腹部へ人工肛門や人口膀胱の排泄口を増設した人を「オス

トメイト（ostomate）」という。国内には約 20～30 万人のオストメイトがいると言

われている。 

 

か行 

 

［交通バリアフリー法］ 

「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律」（平成 12 年 11 月 15 日制定）の略称。公共交通機関のバリアフリー化と、市

区町村が定める移動円滑化基本構想（交通バリアフリー基本構想）の大きな枠組み

となる。バリアフリー新法の施行に伴い、ハートビル法と統合・拡充された。 

 

［心のバリアフリー］ 

一人ひとりが、高齢者や障害のある人に対して、気軽に移動のお手伝いを行い、

周りの一人ひとりの気遣いにより障害を解消させること。 

 

［コミュニティゾーン］ 

歩行者の通行を優先すべき住居系地区等において、地区内の安全性・快適性・利

便性の向上を図ることを目的として、面的かつ総合的な交通対策を展開する、ある

一定のまとまりをもった地区のこと。 

 

［コミュニティ道路］ 

歩行者と自動車が共存できるように設計された道路のことで、自動車が自然に減

速するような段差やカーブなどを取り入れた歩行者優先の道路を指す。 

 

さ行 

 

［視覚障害者誘導用ブロック］ 

視覚障害者を誘導するために床面や路面等に敷設される、棒状、点状の突起をも

った床材等のこと。警告用の点状ブロックと誘導用の線状ブロックがある。 

 

［ＪＩＳ規格］ 

日本工業規格。各製品の工業製品や品質の試験・測定方法などに一定以上の基準

を作成したもの。全国で規格統一が図られていなかった視覚障害者誘導用ブロック

が、平成 13 年 9 月に制定された。 
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［重点整備地区］ 

バリアフリー新法に基づく基本構想に定める地区。バリアフリー化のための事業

を重点的かつ一体的に推進すべき地区として市区町村が定めるもの。 

 

［スパイラルアップ］ 

スパイラルアップとは、計画→実施→評価→改善を行いながら理想に向かってい

くプロセスを意味し、「継続的に改善すること」として用いられる。 

 

［ＳＴＳ（スペシャルトランスポートサービス）］ 

既存の公共交通（バス等）を利用できない移動困難者に対して、特別に仕立てた

リフト付きバンやタクシーなどの車両により組織的にサービスを提供する公共交

通の一種と定義される。高齢者や障害のある人の会員を対象とした限定サービスで

あることが特徴の一つである。 

 

［生活関連施設］ 

高齢者や障害のある人等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官

公庁施設、福祉施設その他の施設のこと。 

 

［生活関連経路］ 

生活関連施設相互間の経路（道路や通路など） 

 

［（バスの）正着］ 

バスが停留所との隙間を空けずに停車すること。 

 

〔セミフラット形式〕 

歩道の形式のことで、歩道面から車道高さ 5cm を標準とし波打ち歩道を解消する

ことができる歩道形式。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

マウントアップ形式 セミフラット形式 フラット形式 

（民地） 

（車道） 

（民地）

（車道）

（民地） 

（車道）
（歩道） （歩道） （歩道） 

15cm 以上15cm 以上15cm 以上 5cm
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た行 

 

［都市計画マスタープラン］ 

都市計画に関する基本的・総合的・長期的計画であり、都市計画法第１８条の２

に定める「市区町村の都市計画に関する基本的な方針」のこと。小金井市において

も平成 14 年 3 月に「人・水・みどり ふれあいのまち小金井（小金井市都市計画マ

スタープラン）」として策定された。 

 

［特定公園施設］ 

都市公園の出入口・駐車場と特定公園施設及び主要な公園施設との間の経路を構

成する園路及び広場／休憩場／野外劇場／野外音楽堂／駐車場／便所／水飲場／

手洗場／管理事務所／掲示板／標識などがある。 

 

［特定事業計画］ 

バリアフリー新法に基づく基本構想に記載された特定事業（バリアフリー化に関

する事業）に関し、関係する事業者が作成する計画。公共交通事業者が作成する公

共交通特定事業計画、道路管理者が作成する道路特定事業計画、公安委員会が作成

する交通安全特定事業等がある。 

 

［特定路外駐車場］ 

道路の付属物である駐車場、公園施設である駐車場、建築物及び建築物に付属す

る駐車場を除く路外駐車場であって、駐車の用に供する部分の面積が 500 ㎡以上で

あり、かつ駐車料金を徴収するもの。 

 

［特定旅客施設］ 

１日あたりの平均的な利用者数が5,000人以上であること又は相当数の高齢者や

障害のある人等の利用が見込まれることなどの要件に該当する旅客施設のこと。 

 

［特定建築物］ 

学校、病院、観覧場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、事務所、共同住宅、老

人ホームその他の多数の人が利用する建築物 
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［特別特定建築物］ 

不特定かつ多数の人が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する建築物

（盲学校、聾学校、養護学校、病院、診療所、劇場、観覧場、映画館、演劇場、集

会場、公会堂、展示場、百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗、ホテ

ル、旅館、保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署、老人ホー

ム、福祉ホーム、老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその

他これらに類するもの、体育館、水泳場、ボーリング場、遊技場、博物館、美術館、

図書館、公衆浴場、飲食店、郵便局、理髪店、銀行、車両の停車場、駐車施設、公

衆便所、公共用歩廊 等） 

 

な行 

 

［ノーマライゼーション(=等しく生きる社会の実現)］ 

障害のある人も、一般社会で等しく普通に生活できるようにすること。 

 

［ノンステップバス］ 

車両内で階段のないバスのことをいう。無段差バスと言い換えられる。 

 

は行 

 

［バスベイ］ 

歩道に切り込みを入れてバスの停車帯を設けるもののこと。乗降の利便性を図る

とともに、後続車の追い越しを容易にさせる方法である。 

 

［バスレーン］ 

道路交通法で定められたバスの専用もしくは優先のレーン（通行帯）を指す。多

くは朝夕のラッシュ時間帯にのみ設定されており、「バス専用レーン」は基本的に

は文字通り路線バスのみが通行可能で、それ以外の一般車通行は禁止されている。

「バス優先レーン」は、路線バス以外の車両も走行することができるが、路線バス

接近時は速やかに優先レーンより出て道を譲らなければならない。 
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［ハートビル法］ 

「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法

律」（平成６年）の略称。一定規模の病院、劇場、百貨店、公共施設等の建築物に

ついて、バリアフリー化の努力義務を課したもの。改正ハートビル法（平成 15 年 4

月 1 日施行）では、一定条件の特別特定建築物の新設もしくは大規模な改良の場合

は、バリアフリー化が義務づけられる。バリアフリー新法の施行に伴い、交通バリ

アフリー法と統合・拡充された。 

 

［パブリックコメント(=意見公募)］ 

行政が計画を策定したりする際に、あらかじめ計画の原案を市民等に公表し、寄

せられた意見を考慮して最終決定するための一連の手続のこと。 

 

［バリアフリー化基準（移動等円滑化基準）］ 

バリアフリー新法施行に伴い主務政省令で定められた、旅客施設、車両、道路、信

号機、路外駐車場、都市公園、建築物等に関する基準。従来の「移動円滑化基準」か

ら改訂・拡充されたもの。 

 

［バリアフリー新法］ 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成 18 年 12 月 20

日施行）の略称。従来の交通バリアフリー法では大規模な鉄道駅等の旅客施設を中

心として、周辺道路や信号機等のバリアフリー化を図ることが目的とされていたが、

より面的かつ一体的・連続的なバリアフリー化を促進していくための枠組みとして、

建築物のバリアフリーに関する法律であるハートビル法と交通バリアフリー法が

一体化した法制度となったもの。 

 

［ホームドア］ 

駅のホームの縁端に設けられた、ホームと線路を仕切るドア。ホーム上の利用者

が線路内に立ち入ったり、転落したりするのを防ぐなど安全を確保できる。 

 

や行 

 

［ユニバーサルデザイン(=万人向け設計)］ 

高齢者や障害のある人なども含め、だれにでも使いやすい形に設計すること。ユ

ニバーサルデザインには、①公平であること、②自由度が高いこと、③単純で、④

分かりやすいこと、⑤安全であること、⑥余計な体力を使わないこと、⑦使いやす

い適正な空間と大きさの確保などの７つの原則がある。 
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ら行 

 

［路外駐車場］ 

道路の路面外に設置される自動車の駐車施設で、一般公共用の駐車施設のことを

いう。 

 

わ行 

 

［ワークショップ(=研究集会)］ 

ワークショップ（Work Shop）とは、「作業場」「工房」などの意味を持つ言葉で、

何かについてのアイデアを出し合い、意思決定をする研究集会のことであり、様々

な人が集まり、共通の体験、共同作業、体験の意見交換などにより相互理解を図り、

新しい発見をし、問題解決の工夫を考える場のことをいう。 

 

［ワンステップバス］ 

車両乗降部で一段段差があるバスのことをいう。 
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